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 今回採用のプレビーム工法［鋼とコンクリートの複合構造］は、鋼桁のまわりをコンクリー

トで覆う構造で、あらかじめ鋼桁にテンションをかけ、コンクリートを圧縮した状態で設置す

るため剛性が高くなり、桁高を低く抑えスリムな形状にできる。 
 十分な河川断面を確保しながら、桁高が低く路面高さのすりつけが容易で、隣接の土地区画

整理事業での沿道土地利用と整合し、上部工一体化のシームレスな形状から、長期のメンテナ

ンス性が高く、周囲の景観となじみやすい。工法の特徴を生かす計画・設計、プレビーム桁の

工場製作から現地での添接部プレストレス導入まで、計画から施工に至る特徴や留意点を紹介。 
 

鋼とコンクリートの複合構造，プレビーム工法，防災，沿道土地利用，メンテナンス，景観  
 

1.  国道9号若宮橋架け替え事業の目的 

 国道9号若宮橋は、京都府亀岡市において、桂川の支

川である犬飼川を渡河する橋梁であり、橋梁周辺の川幅

が狭いことから、河川改修事業による河川の氾濫や洪水

の防止と併せて、大規模地震等の災害発生時に救命救急

活動や物資輸送を行う重要路線としての耐震性や信頼性

向上、自歩道整備による交通安全の確保を目的とした架

替事業を進めているところである。 

2.  架け替え事業の概要 

 本架け替え事業は橋長32.7mの3径間単純RCT桁橋から、

橋長55.5mの2径間連続プレビーム合成桁橋に架け替え、

橋長を長くし川幅を広げ、橋脚を1基減らし河積阻害を

低減し水害リスクを抑え、併せて自歩道整備を行うもの。 

 

(１) 架け替え事業実施前の状況 
犬飼川の河川改修が進められるなか、旧若宮橋の架橋

箇所のみ川幅が狭くなり、2013(H25),2014(H26)と連続し

て台風による大雨で被災し、亀岡市洪水ハザードマップ

では河岸浸食での氾濫想定区域となっている。(図-１) 

  
写真-1  旧若宮橋       施工中に出た木杭 

 

 

 

 

図-１ 大雨での被災状況・亀岡市洪水ハザードマップ 
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また、旧若宮橋の耐震性については、1955(S30)架設

の橋梁であり、落橋防止装置の設置はあったが、橋脚に

ついては、10mm丸鋼の配筋で配力筋が無く、フーチング

は小規模で基礎杭は木杭であり、十分な耐震性が確保さ

れていなかったと言える。(写真-１) 

さらに、歩道が無いことで、歩行者や自転車の通行が

危険であった。(写真-２) 

 

写真-2  歩行者・自転車の通行状況 

大井町南部土地区画整備事業に隣接し、沿道土地利用

との整合を確保するため、橋面高さを旧若宮橋と同等の

高さで架け替えを行う必要があった。 
 

(２)   架け替え事業実施後（予定） 
a) 大雨に対する防災 

橋長を32.7mから55.5mに広げ、川の中の橋脚２基を１

基減らし、大雨が降っても大丈夫な様に、必要な河川流

下断面を確保するものである。(図-２) 

2013(H25),2014(H26)の台風による大雨での被災実績か

ら、架橋地点のみ川幅が狭いことが水害リスクとなって

いたが、川幅を広げることで、少し残る河川改修とあわ

せて水害リスクが取り除かれることで、亀岡市洪水ハザ

ードマップでの河岸浸食による氾濫想定区域から今後除

外され、防災上の安全・安心の確保が期待される。 

河川拡幅に伴う費用は、協定により京都府の河川事業

において適切に負担いただいている。 

 

図-２ 架け替え後の若宮橋の長さと改修後の川幅 

b) 歩行者と自転車の交通安全の確保 

隣接する土地区画整理事業の沿道では、商業的な土地

利用に対応して自転車歩行者道の整備が進められ概成し、

今後の歩行者や自転車の通行の増大が予想されることか

ら、隣接する橋梁上においても、自転車歩行者道の整備

により、人と自転車の通行の安全・安心を確保するもの。 

 

図-３ 架け替え後の若宮橋の幅員構成（自転車歩行者道） 

ｃ) 地震時等の災害時への対応 

 国道９号は、災害時の「第一次緊急輸送道路」であり、

災害復旧活動での活躍が期待され、これに対応すべく、

L2タイプⅠ及びタイプⅡ地震動に対応した超高減衰ゴム

支承を採用した「免震橋」とし、地震時の安全・安心を

確保するとともに、大規模地震等の災害発生時において、

救命救急活動や物資輸送を行う重要路線として、信頼性

確保による活躍が期待される。 

  

３. ２径間プレビーム合成桁橋の橋梁形式選定 

  

架け替え後に必要となる河川断面を確保しながら、沿

道土地利用に影響が少ない低い桁高で、河川との斜角約

56°の斜橋の条件で、橋梁形式の比較検討が行われた結

果、最終選定で、橋梁形式として「２径間連続プレビー

ム合成桁橋」が選定された。 
プレビーム合成桁橋は、あらかじめ鋼桁にテンション

をかけ、コンクリートを圧縮した状態で設置するため剛

性が高くなり、低い桁高だけでなく比較的広い主桁間隔

が可能で主桁本数が低減されている。 
（桁間隔約3.4m、６主桁） 

 
 (１)  低い桁高と広い主桁間隔による桁本数の低減 

 鋼鈑桁の場合は、斜橋の影響から、さらにたわみを防

止する必要があり、どうしても桁高が高くなり、路面高

さの沿道とのすりつけが困難となる。(図-４) 

 

図-４ 比較案 非合成鋼鈑桁7主桁[桁高1.9m(路面まで)] 

 これを改善すべく鋼鈑桁をベースとした桁高の低い合

成床版橋を考えると、主桁本数がプレビーム合成桁の３

倍の本数となり、支承数増加とあわせ不経済。(図-５) 

図-5 比較案 合成床版橋18主桁[桁高0.9m(路面まで)] 
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 プレビーム合成桁橋の場合は前述の様に剛性が高く、

比較的低い桁高で主桁本数が低減できる。(図-６) 

 
図-6 選定案 プレビーム合成桁橋6主桁[桁高1.2m(路面まで)] 

 
(２)  メンテナンス性の高さ 
 また、メンテナンス性においては、プレビーム合成桁 
は、鋼鈑桁を全てコンクリートで巻立てた構造となって 
いるため、塗装が不要であり、支承の数も少なくライフ

サイクルコストの低減が図れ、上部工一体化で表面がシ

ームレスな構造となっていることから、点検も容易でメ

ンテナンス性に優れる。 
 
(３)景観面などについて 
 さらに、桁本数が少ないことにより、桁間に添加物件

を容易に収めることができるため、桁高の低いスリムな 
形状とあいまって、周囲の景観になじみやすい。 
 
(４)橋梁形式の選定について 
以上の理由と、架橋地点の条件における経済性に加え

てのライフサイクルコスト低減から、「２径間連続プレ

ビーム合成桁橋」が選定されたものである。 
また、一次選定では１径間案は経済性から除外され、

PCコンクリート橋やこれを改良したコンポ橋などは、

斜角約56°に対応できないことから除外されている。 

４.  国道９号若宮橋架け替えの施工手順について 

(１)   迂回路の設置と仮橋の設置 
 国道９号若宮橋架け替えは、旧若宮橋があったところ

と同じ場所に新しい橋を架け替えるため、迂回路と仮橋

を設置して、２０１９年４月に国道９号の交通を迂回路

に切り換えた。 
(２)  旧橋の取り壊しと橋梁下部工の施工 
 その後、旧若宮橋を取り壊し、川幅を広げ、両岸の橋

台を設置して、２０２１年４月にP１橋脚が完成して橋

梁下部工が完成した。P１橋脚は、約2m×20mの薄く細

長い形状のため、コンクリート打設時に温度ひび割れが

入り易いことが想定されたため、施工時に温度解析を行

い、ひび割れ防止の補強鉄筋を追加することで、温度ひ

び割れ無く完成した。(写真-３) 
 
 

 
写真-３  下部工及び護岸の完成(手前)(奥が迂回路仮橋) 

 
(３)  護岸の施工について 
 犬飼川などの桂川支川に生息する、亀岡市の市の魚で

ある「アユモドキ」などの生態系に配慮し、低水護岸に

は、生息環境となる隙間が多くても強度を確保できる、

アンカー式空石積み工法を採用している。 
若宮橋架け替え場所の護岸については、高水護岸を含

め２０２１年６月に完成した。(写真-３) (写真-４) 

写真-４市の魚「アユモドキ」と生態系に配慮した低水護岸 
 
(４) 若宮橋のプレビーム桁の工場での製作 
a) 鋼橋製作 

・一般の鈑桁の鋼橋と同様にＩ断面の鋼桁を工場で製作 
する。（２０２１年１０月に鋼桁完成）(写真-５) 

 
写真-５ 鋼桁の製作（工場検査時） 
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・下フランジに、工場でのコンクリート打設のための鉄

筋が一部設置されている。(写真-５) 
・ウェブに一部設置された鉄筋は現地でのウェブコンク

リート打設で使用するもの。(写真-５) 
b) 応力導入（プレフレクション） 

・７ブロックに分割した桁のうち、両サイドの３ブロッ 
クずつを繋いで組み立てる。(図-７) 

 
図-７プレビーム桁の製作手順[鋼とコンクリートの複合構造] 
・組み立てた各両サイドの各３ブロック分の支点部を固 
定して両端を油圧ジャッキで持ち上げ、鋼桁の下フラ 
ンジを少し伸ばす。(写真-６) 

 
写真-６ 応力導入（プレフレクション） 

・P1橋脚上に設置される予定の中央の１ブロックは、負 
 の曲げモーメントとなるため、応力導入は行わない。 
c) 下フランジコンクリート打設 

・応力導入した状態で下フランジの鉄筋と型枠を組み立

て、コンクリート打設する。(図-７) 
（Co圧縮強度50kN） 
・中央の１ブロックは応力導入せずコンクリート打設。 
d) 応力開放（リリース） 

・テストピースによりCo圧縮強度50kNの出現を確認後 
応力開放（リリース）を行う。(図-７) 

・この結果、下フランジコンクリートに圧縮方向の応力 
導入がされる。(図-７) 

e) 分解して運搬 

・再度７ブロック分割に分解して、現地まで運搬する。 
 （各桁７ブロック×桁本数６本 計４２ブロック） 

(５) 若宮橋のプレビーム桁の現地での施工 
ａ) ワイヤーケーブル足場の設置 

・橋脚上でない分割位置の添接部を接続する際の足場が 
必要であり、上部工架設に先立ち、ワイヤーケーブル 
足場を設置した。(写真-７) 

 
写真-７ ワイヤーケーブル足場 

・ワイヤーケーブル足場は、プレビーム桁の架設時に特 
 有の足場であり、架設時は少したわんだ形で使用し、 
架設後の施工の際には、水平まで引き上げて、通常の

吊り足場と同様に使用するものである。 
ｂ) 現地での地組み 

・架設に先立ち、工場から現地へ各桁７ブロックに分割 
して計４２ブロックで運ばれてきたプレビーム桁を、 
架設単位の４ブロック１つの組、３ブロック１つの組  
で、各桁２分割で計１２組を組み立てる。 

・後に現地で局部プレストレスをかけるため、添接部の 
組み立て精度は重要で、正確さを期するため、先の少 
し細いドリフトピンをボルト穴に入れて正確な位置出 
しを行い仮締めしながら順次ハイテンションボルトで 
締めていく様な丁寧な組み立てを行う。(写真-８) 

 
写真-８ 地組作業 

ｃ) プレビーム桁の架設 

・上部工架設回数は、各桁２分割、桁６本で１２回架設。

一日２回、実働６日間で架設を行った。(写真-９) 
添接部接続は、地組時と同様の組み立てが必要。 

 

写真-９ プレビーム桁の架設（２０２２年１月） 
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ｄ) ウェブコンクリート打設等 

・プレストレスをかけない添設部（P1の両側）の下フラ

ンジの鉄筋・型枠・コンクリート打設をまず行う。 
（Co圧縮強度50kN＋膨張剤） 

・桁のウェブコンクリートの鉄筋・型枠・コンクリート

打設（Co圧縮強度30kN＋膨張剤）を行う。(図-８) 
ｅ) 床版横桁工（型枠・鉄筋・コンクリート打設） 

・床版と横桁を一体としてコンクリート打設し、さらに 
合成桁であることから、プレビーム桁の上フランジに 
スタッドジベルが設置されていることから、上部工全 
体が一つの一体構造になるもの。(図-８)（写真-11） 

（Co圧縮強度30kN＋膨張剤） 
（添接部下フランジは、この段階では未施工） 

・現地での施工を低減し工期短縮を図るため、櫛形型枠 
を工場製作。現地に運搬して設置した。(写真-１０) 

 
図-８ ウェブコンクリート打設 床版横桁工 

 
写真-１０ 床版の櫛形型枠（工場製作）の設置 

 
写真-１１ 床版横桁の配筋状況（奥はコンクリート打設） 

ｆ) 橋梁附属物（地覆・橋梁用高欄）の設置 
・局部プレストレス工での現地プレフレクション載荷の 
設計荷重と整合させるため、舗装以外の上部工の重量 
物を全て設置しておく必要があり、地覆や高欄等の附 
属物工を局部プレストレス工の前に設置した。 
 

ｇ) 局部プレストレス工（応力導入⇒添接部の鉄筋・型 

枠・コンクリート打設⇒応力開放） 

・応力導入（プレフレクション載荷）はクレーンで鉄板 
のカウンターウェイトを、各箇所に、設計で必要な重

量（舗装前の場合舗装の重量を追加）を載荷。添設部

の鋼桁の下フランジを僅かに伸ばした。（写真-１２) 
・応力導入（プレフレクション載荷）した状態で添接部 
下フランジの鉄筋と型枠を組み立て、コンクリート打 
設を行った。（Co圧縮強度50kN＋膨張剤） 

・Co圧縮強度50kN確認し応力開放（リリース）行い下

フランジコンクリートに圧縮応力導入。（写真-１３) 
・これで、プレビーム工法の上部工のプレストレスでの

圧縮応力が必要な箇所の全てに力がかかり、添接部を

含む上部工全てが一体構造となった。(図-９) 
（２０２２年５月に完了） 

 
図-９局部プレストレス工～応力導入⇒添接部Co⇒応力開放～ 

 
写真-１２応力導入（プレフレクション載荷）鉄板で載荷完了 

 
写真-１３応力開放（リリース）鉄板をクレーンで除荷 
 
(６) 超高減衰ゴム支承（免震支承）の繰り返し載荷試験 
支承の製作工場で、地震時と同様の揺れの水平力を繰

り返しかける試験を行い、十分な減衰力を確認している。 

 
写真-１４超高減衰ゴム支承（免震支承）の繰り返し載荷試験 
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写真-１５ 国道９号若宮橋（桁高低くスリムな形状）ほぼ完成 

５.  見学会の開催と広報について 

(１) 上部工架設見学会等の開催 
小学校や住宅地に近くて地元の関心が高く、架設クレ

ーンが周囲からよく見え、特徴あるプレビーム桁の架設

は貴重な機会であることから、それぞれのニーズにあわ

せた事業説明と工法説明及び上部工架設見学会を行った。 
2022年1月17日（月）吉川小学校  ３～６年生 ２６名 

        1月21日（金）京都府南丹土木・所内   ２５名 
        1月24日（月）地元関係者・亀岡市        ３３名 
   吉川小学校からもクレーンが見えて、大変喜ばれ「橋

をつくるのが楽しそう。私もつくってみたい。」という

子供が複数名あらわれ、今後の成長に期待される。 
 京都府南丹土木は、若宮橋と類似の現地条件での橋梁

かけ替えを検討されており、熱心に質問をされていた。 
 地元関係者及び亀岡市は、地元の期待が大きく、市議

会、自治会、区画整理組合などから多数参加いただいた。 
 
(２) 広報について 
上記現地見学会の記者発表の結果、地元紙取材があり、

小学校を対象とした見学会が掲載され、そのHPに動画

が掲載された。京都国道事務所twitter、youtube、HPにも

掲載し、小学校の学校便りとHPにも掲載された。また、

業界紙２社から取材があり掲載された。 
「プレビーム工法［鋼とコンクリートの複合構造］での

架け替え」がきっかけで、様々なことに配慮して橋を架

け替えしていることに多方面から理解が得られたと思う。 

６.  今後の予定について 

(１) 供用予定と現地イベントなどの検討 
年内に供用を予定しており、今後も供用までに現地で

のイベントなどを通じた広報を検討しているところ。 

７.  プレビーム工法での架け替えについての感想

(１) 防災や土地利用との整合について 
ａ) 剛性が高く桁高を低くできることの効果 

プレビーム工法の特徴として、通常の鋼鈑桁と比較し

て剛性が高く桁高を低くできることがあげられる。 
鋼鈑桁の場合、たわみで設計が決まっているケースも

多く、プレビーム工法の桁高を低くできる効果は大きい。 
設計条件によっては、桁間隔が広いままで、桁高を２

分の１程度まで低減できると考えられる。 

 今回の様な現道架け替え工事で、河川断面を確保しな

がら沿道土地利用への影響を低減できる場合には有効。 
ｂ) 形状に比較的自由度がある 

 プレビーム工法では、河川条件などで、橋脚上より橋

台上の桁高を低くする必要があった場合などでも、変断

面での対応が可能で、過去に経験した同様のケースでは、

鋼鈑桁の変断面で対応したが、プレビーム工法であれば、

剛性が高く桁高を低くできる特性から、さらにスマート

な橋梁にすることが可能であったと思われる。 
 
(２) メンテナンス性について 
ａ) 上部工一体化による表面にほとんど継ぎ目のないシ 

ームレスな形状 

上部工を全て一体化させる構造となり、添接部の下フ

ランジコンクリート打ち継ぎ以外は、継ぎ目として認識

できる様なものはなく、概ねシームレスな形状で、出っ

張る部材が将来に老朽化損傷原因になる様なところは全

くみあたらない。 
b) 桁下空間について 

概成した上部工の橋台付近桁下に入ると、通常の橋梁

の橋台付近と異なり、桁高が低いにもかかわらず空間が

広がり、桁間に設置される添架物件のスペースにも余裕

があり、点検が大変容易と思われ、橋梁点検で入った経

験のある多くの橋梁の桁下との大きな違いを感じた。 
 
(３)景観について 
ａ) 景観面のポテンシャルについて 

形状に比較的自由度があるなかで、上部工全体を一体

化させることができる。 
景観は周囲との関係性から議論されるが、景観面での

周辺景観になじみ易い橋梁にできるポテンシャルは高い。 
 
(４) 工程について 
 工程については、通常の鋼鈑桁橋等と比較して、異な

る点があり、プレビーム工法を採用して事業計画を策定

する際には、この点を計画に織り込み進める必要がある。 
ａ) 工場製作期間について 

 工場製作期間については、通常の鋼鈑桁の製作期間に

加え、下フランジの応力導入（プレフレクション）～下

フランジの鉄筋・型枠・コンクリート打設～応力開放

（リリース）の工程が必要なことから、２～３ヶ月追加

で必要になると思われる。 
ｂ) 上部工架設後の現地での施工期間について 

上部工架設後から局部プレストレス工が完了するまで

の施工期間については、今回は、工場製作の櫛形型枠で

約１ヶ月程度短縮し、約３～４ヶ月となっている。 

８. おわりに 

計画から施工に至る特徴や留意点の紹介で、今後の橋

梁架け替え事業などでの検討の参考になればありがたい。 
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雪害対策における 
インターネット広告の広報について 

山下 真吾 

 近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所 総務課 （〒668-0025兵庫県豊岡市幸町10-3） 

 大阪国道事務所では，大阪府内の道路利用者に向けて，降雪時の道路走行での注意喚起に関

する広報を2018年度から新聞広告にて実施していたが，2020年度よりWebサイトや検索エンジン

ンなどを活用して配信する広告，いわゆる「インターネット広告」で実施している． 

 株式会社電通他のニュースリリース1)によると，国内の総広告費において，2021年にインタ

ーネット広告費がマスコミ４媒体（テレビ，ラジオ，雑誌，新聞）広告費を初めて上回った． 

 本論文は，近畿地方整備局管内では初の試みとなるインターネット広告の結果及びそれに基

づく効果を情報共有するものであり，皆様の今後の広報活動の一助になれば幸いである． 

キーワード インターネット広告，雪害対策, 注意喚起，広報  

1．はじめに 

 
(1) 雪害対策の広告を行う背景 
 近年，短期集中的な降雪が増加しつつあり，それ

に伴い，大規模な渋滞・車両滞留が発生することが

見受けられる．これらを防止する対策の一環として

の広報の「多様化」「多頻度化」が重要であるため，

2018年度から毎冬期に大阪府内の道路利用者に対し

て雪害対策の注意喚起広告を行っている． 
 
(2) 大阪府内の道路利用者の特性 
大阪府内は，積雪することが少なく，一般ドライ

バーが雪道での走行対策をとらずに，大阪府内から

福井県等の積雪寒冷地へ移動して，立ち往生となっ

た場合，大規模な災害となるおそれがある．そのた

め，一般ドライバーの雪道でのマナーの向上や道路

管理者が行う除雪作業への理解と協力などを呼びか

けることが不可欠である． 
 

(3) 広告をインターネット媒体にした理由 
 大阪国道事務所では，2019年度までは新聞媒体を

用いて広告していたが，以下3つの視点により，イ

ンターネット媒体が優位であると考え，2020年度及

び2021年度に実施した． 

a)新聞発行部数が毎年減少 

一般社団法人日本新聞協会2)によると，新聞の発

行部数は，2016年度は約43百万部であったが，2019

年度は約38百万部となり，毎年減少し3年間で約5百

万部も減少していた． 

 

 

 

 

b)インターネット利用が拡大している 

総務省が発表している令和2(2020)年度度版情報

通信白書3)によると，2019年におけるスマートフォ

ンの世帯保有率は83.4%で，年々増加しつつあり，

モバイル端末でのインターネット利用が拡大してい

る．年齢が低い方が利用率は高い傾向はあるものの，

60歳以上であっても8割以上がスマートフォンを利

用している． 

c)新聞広告よりもインターネット広告で情報収集さ

れている 

2019年度に一般市民500人を対象に実施したWEB冬

道運転アンケート結果において，「積雪・凍結によ

り滑るおそれのある道路で滑り止めの措置を取らな

い場合，法令違反になることを知っている」と回答

した248人に対し，「どの媒体で知り得たか」をア

ンケートしたところ，図_1で示すとおり，テレビ

48.8%の次にインターネット31.0％で，新聞広告

16.9%，その他新聞4.0%を大きく上回っている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図_1 2019年度WEBアンケート1（大阪国道事務所 

調べ） 
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また，「ドライブ時に道路情報・気象情報をどの

ように入手されていますか？」アンケートの結果で 

は，図_2に示すとおりインターネットが57.4%で一

番多い結果となっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図_2 2019年度WEBアンケート2（大阪国道事務所 

調べ） 

 

2．インターネット広告の概要 

 
(1) 広告の特徴 

インターネット広告とは，WEBサイトや検索エンジ

ンンなどを活用して配信する広告を指すものである． 

最大の特徴は，見てもらいたい人々だけに，広告

を届けることができる点である．図_3に示すとおり

ターゲティング（地域，曜日・時間帯，サイト訪問

者，年齢層，興味・関心など）の組合せや過去に閲 
覧したコンテンツやアクセス履歴をもとに，適切な

タイミングで適切な対象者に適切なメッセージを届

けることができるため，潜在ニーズを持った人々の

掘り起こし，認知の向上が期待できるものである． 
また，広告のインプレッション数（表示回数），

クリック数，クリックした後の成果数などが集計で

きるため，費用対効果が可視化しやすいメリットも

ある． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図_3 ターゲティング組合せ例 

 

(2) 広告の４つの掲載手法 

掲載手法は，図_4に示すように主に①から④の4

つに分類され，①ディスプレイ広告は，サイト・ア

プリ内に静止画などを表示する広告である．②リス

ティング広告は，検索エンジンで検索した際に結果

画面に表示される広告である．③ネイティブ広告は，

メディアの記事やニュースなどのコンテンツの中に

溶け込んだような広告であり，SNS広告はTwitterや

Instagramなどの広告である． 
 

(3) 広告のタイプ 

①ディスプレイ広告には，図_4に示すとおり大き

く分けて2つのタイプがある． 

バナータイプは，主にサイトトップページに静止

画などを表示させるものである．レスポンシブタイ

プは，サイトの間や端などに，自動でサイズやレイ

アウトを調整して表示するものである． 

以前は，バナータイプがメインであったが，最近

はレスポンシブタイプが主流となりつつある． 

理由としては，インターネット広告を利用するケ

ースが増加傾向にあり，また，配信する広告枠に合

わせてサイズやレイアウトを調整できるレスポンシ

ブタイプに主流が移行していることがあげられる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図_4 インターネット広告掲載手法とタイプ（一部抜粋） 
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3．雪害対策におけるインターネット広告 

 

(1) 広告の実施 

降雪時の道路走行に関する注意喚起や除雪作業の

ことを知らない潜在層に向けて，広告を配信するこ

とで，認知の拡大を図ることが重要であると考えた． 

その点から，多種多様なサイトに掲載することが

可能であり，かつ広範囲の潜在層に対してアプロー

チでき，認知拡大に効果があるといわれている①デ

ィスプレイ広告での実施に至った． 

 続いて，①ディスプレイ広告には，バナータイプ

とレスポンシブタイプの２つの掲載タイプがあるが，

それぞれの特徴が異なるため，2020年度にはバナー

タイプ，2021年度にはレスポンシブタイプで実施し，

結果を分析することとした． 
 
(2) 各年度の広告の方法 

 広告の方法をまとめると，図_5で示すとおりであ

る．2021年3月内閣府の消費動向調査によると29歳

以下の乗用車の普及率が44.7%であり，30歳代67.1%，

40歳代77.5%と比べ大きく低下していることから，

2021年度には，運転する機会が多い30歳代及び40歳

代が含まれる区分である「30歳以上69歳未満」に配

信における年齢を条件に加えた． 

また，デバイスには，PC，タブレットを加えた．

さらに，ネットワークには検索エンジンのシェア率

No.1のGoogleを加え，幅広く認知拡大を目指すとと

もに，多種多様な検証結果が得られるようにした． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図_5 各年度の広告の方法対比 

 

(3) 広告の内容 

a)2020年度 バナータイプ 

スマートフォンのYahoo!Japanのトップページに，

図_6のバナー①が表示され，数秒ごとに②から順に

表示されるアニメーションを広告として，注意喚起

を行った． 
 
 
 
 

 
 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図_6 広告イメージ画像 2020年度バナータイプ 

 

b）2021年度 レスポンシブタイプ 

Yahoo!JapanやGoogleの広告枠（パートナーサイ

ト含む）に画像の大きさや場所を変えて図_7のよう

にあらゆる広告枠にＡからＣの画像の3種類の画像

をテキストとともに表示させ注意喚起を行った． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図_7 広告イメージ画像 2021年度レスポンシブタ 

イプ 

広告手法 ①ディスプレイ広告 ①ディスプレイ広告

広告タイプ バナータイプ レスポンシブタイプ

掲載期間
2020/12/25～29
 2021/1/1～2/24

2022/1/7～2/20

大阪府内全域

30歳以上69歳未満

掲載方法 インプレッション保証型 クリック保証型

デバイス スマートフォン スマートフォン、PC、タブレット

Yahoo!JAPAN（YDA）

Google（GDN）
ネットワーク

ターゲティング 大阪府内全域

Yahoo!JAPAN（YDA）

2020年度 2021年度

１ 

２ ３ 

４ ５ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｃ 

Ａ Ａ 

Ｂ 
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(4) 実施の結果 

a)2020年度 結果データ 

2020年12月25日から29日，2021年1月1日から2月

24日までの間に，約515万回掲載した．その結果を

以下に示す． 

○ 表示回数 5,148,801回 

○ クリック数 21,314回 

○ クリック率 0.41% 

クリック数とは，広告の画像をクリックした回数

で一般的により強く興味（反応）があった層と位置

付けられている．また，クリック率は，表示回数に

対しクリックされた回数であり，0.41%であった．  

b)2020年度 掲載効果 

 掲載の効果を把握するため，掲載後(2020年3月)

に大阪府内居住者の約600人を対象としたWEBアンケ

ート調査結果を実施した．「積雪・凍結により滑る

おそれのある道路で，滑り止めの措置を取らない場

合，法令違反になる事を知っていますか？」との問

いに57.3%が知らなかったと答えたことから，広告

表示回数（約515万回）に対し，知らなかったと答

えた57.3%を乗ずると，雪道対策について，認知が

なかった約300万人が注意喚起を見たと考えられ，

またクリック数の約2.1万人が興味を示した結果と

なった． 

c)2021年度 結果データ 

2021年1月7日から2月20日までの間に，約7,000万

回掲載した．その結果を以下に示す． 
○ 表示回数 70,333,846回（概算） 

○ クリック数 106,488回（概算） 

○ クリック率 0.15%（概算） 

概算理由は，雪害対策広告とともに落下物対策広 

告も同時に実施しており，雪害対策広告のみを算出

できないため，一定の率を乗じて求めたためである． 

d)2021年度 掲載効果 

 b)と同様に，掲載の効果を考えると，広告表示回

数（約7,033万回）に対し，知らなかったと答えた

57.3%を乗ずると，雪道対策について，認知がなか

った約4,000万人が注意喚起を見たと考えられ，ま

たクリック数の約11万人が興味を示した結果となつ

た． 

 2021年度は，多種多様な方法で掲載したため，そ

の詳細について以下に示す． 

e)2021年度 詳細（ネットワーク，デバイス別クリ 

ック率） 

 図_8に示すとおり，パソコン，スマートフォン，

タブレットのデバイス別のクリック率は，順に

0.08%，0.17%，0.16%であった．ネットワーク別で

は，Yahoo!JAPANよりもGoogleの方が興味を持った

方が多い結果であった．デバイス別では，Googleは

パソコンに対してスマートフォンのクリック率が

1.2倍であった. Yahoo!JAPANは，パソコンに対して

スマートフォンのクリック率が1.7倍であり，

GoogleはYahoo!JAPANに比べデバイスごとの差は少

ないものとなった. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図_8 ネットワーク，デバイス別クリック率 

 

f)2021年度 詳細（画像別クリック率） 

図_9に示すとおり，ＡからＣの３つのタイプの異

なる画像の種類ごとにクリック率をみると順に

0.07%，0.09%，0.12%であり，画像Ｃが興味を持

った方が多い画像となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図_9 画像別クリック率（Yahoo!JAPAN） 

 

g)2021年 詳細（年代別クリック率） 

 図_10に示すとおり，年齢が高くなるにつれクリ

ック率が高い. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図_10 年代別クリック率（Yahoo!JAPAN） 

 

(5) 費用対効果 

2021年度以前過去4回，各広告後に行った500～

602人の一般市民へのWEBアンケートでは，掲載広告

を見たと回答した割合は，2018年度から順に14.2%，

17.2%，35.6%，28.7%であった．（図_11） 

この「WEBアンケート結果」および「広告費用」

から求めた費用対効果では，2018年度を1とした場

合，2019年度は1.2倍，2020年度5.3倍，2021年度は

5.8倍となり，全体的にインターネット広告が費用

対効果が高い結果となった． 

例えば, 2018年度には100人に対し100円かかって

いたものが2021年度には35円の費用で200人に広告

を届けられたと考えられる．しかしながら，各年度

A 0.07%

B 0.09%

C 0.12%

クリック率画像

0.07%

0.08%

0.09%

0.10%

0.11%

0.12%

0.14%

0.15%

30歳～34歳

35歳～39歳

40歳～44歳

年代
Yahoo

クリック率

45歳～49歳

50歳～54歳

55歳～59歳

60歳～64歳

65歳～69歳

total 0.74%

PC 0.63%

スマホ 0.75%

タブレット 0.64%

total 0.11%

PC 0.07%

スマホ 0.12%

タブレット 0.11%

total 0.15%

PC 0.08%

スマホ 0.17%

タブレット 0.16%

クリック率
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Yahoo!
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ネットワーク デバイス
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41.3%

34.7%

11.1%

15.8%

20.2%

26.7%

0.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

今回のようなバナー広告

YouTube

Facebook

Instagram

Twitter

LINE

その他

Q6 今後、国道事務所から注意喚起のインターネット広告を配信する場合、どのようなイン

ターネット広告なら、見られると思いますか？（n=550）

認知を広める バンパー広告 6秒強制視聴

検討を促す インストリーム広告 5秒後強制、その後スキップ可

行動を促す アクション広告 メッセージが動画と共に表示

種類 特徴目的

ごとに実施条件に差があるため，結果はあくまで参

考値としてみていただきたい．今後も引き続き検証

していく必要がある． 
 
 

 
 
 
 
 

図_11 費用対効果（大阪国道事務所調べ） 
 
4．次回に向けて 
 
(1) 次回の広告媒体について 

2021年度に一般市民550人を対象に実施したWEB冬

道運転アンケート結果（大阪国道事務所調べ）によ

り，雪道での走行注意などについて，より多くの方

に周知するために必要だと思われるメディア媒体を

集計した．   

結果は，図_12に示したが，テレビ58.5%，次いで

インターネット53.6%，新聞25.1%であり，テレビと

インターネットは有効という結果であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図_12 2021年度WEB冬道運転アンケート1（大阪 

    国道事務所調べ） 

 

さらに，図_13では注意喚起についてインターネ

ット広告で配信する場合，どのようなアプリ・広告

種類なら見られるかを集計した結果，今回のような

バナー広告（レスポンシブ含む）が41.3%，次いで

YouTubeが34.7%であったため，YouTube広告も「イ

ンターネット広告の広報」の有力候補となると考え

られる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図_13 2021年度WEB冬道運転アンケート2（大阪 

国道事務所調べ） 

(2)有力候補となるYouTube広告について 
YouTube広告は，図_14に示すとおり目的別に主に

3種類に分類される． 
 
 
 
 
 
 

 
 

図_14 YouTube広告の種類一覧 

 

降雪時の道路走行に関する情報は認知拡大が重要

であることから，YouTube広告においては，バンパ

ー広告が有効であると考えられる．この広告は，6

秒間で視覚・聴覚で印象に残るような画像又は動画

が必要かつ重要となる． 

 

5．まとめ 

 

 近畿地方整備局では，2021年1月に発生した福井

県集中降雪を踏まえ，広報の「多様化」，「多頻度

化」に取り組んでおり，関係機関とともに記者発表，

道路情報板などの提供手段に加え，SNSで多様な手

段を活用し，雪害対策の一環として広報に取り組ん

でいる．  

上記の広報とともに，事務所では継続的にインタ

ーネット広告を実施し，またYouTubeなど新しい分

野でも取り組み，他事務所と連携して実施すること

で多くのデータが集まる．そのデータを使い，分析

することで広報の精度が上昇し，広告の効果がより

高いものにつながっていくと考えるため，他事務所

においても，インターネット広告を使っていただけ

たら幸いである． 

 

6．異動について 

 

 論文提出時点（2022年5月20日（金））における筆

者の所属は豊岡河川国道事務所であるが，本論文は

前年度（2021年度）所属である大阪国道事務所にお

ける所掌内容での課題を基に執筆した． 

 

謝辞：本報告にあたり，ご助言，ご協力をいただい

た皆様に対し，ここに感謝の意を表します． 

 

参考文献 

1) 株式会社電通他：2022年3月9日ニュースリリー 

ス 2021年 日本の広告費 インターネット広告媒 

体費 詳細分析 

2) 一般社団法人日本新聞協会：新聞の発行部数と 

世帯数の推移 

3) 総務省：令和2年度版情報通信白書 

 

 

 

2018年度 新聞広告 14.2% 1

2019年度 新聞広告 17.2% 1.2

2020年度 ネット広告(バナー） 35.6% 5.3

2021年度 ネット広告(レスポンシブ） 28.7% 5.8

広告を見た割合
2018年度を1とした
場合の費用対効果広告媒体
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新工法による塗膜剥離時の 
作業環境に関する実験的計測 

 
 

南城和幸1・川上修2 
 

1大阪国道事務所 西大阪維持出張所 管理第二係長 （〒551-0002大阪府大阪市大正区三軒家東5-6-4） 

2酒井工業株式会社 大阪本社 技術部長 （〒559-0025大阪府大阪市住之江区平林南1-3-30） 

 

 鋼橋の塗装塗替えや落橋防止構造等の取付工事では既存塗膜の除去が必須となる．既存塗膜

の剥離工法は，ブラストや塗膜剥離剤が主流であるが，これらの工法による鉛中毒，火災，ベ

ンジルアルコール中毒などの労働災害が報告されている．したがって，より安全な工法の開発

が望まれている．今回は塗膜剥離工法として，レーザークリーナー，およびIHヒーターをとり

あげた．両者ともに，施工実績は少なからずあるものの，その作業環境についての報告例は殆

どない．本稿は，それらの工法を用いた場合の作業環境について，実験的に詳細な計測を実施

した結果を報告するものである．  
 

キーワード： レーザークリーナー，IHヒーター，塗膜剥離，PCB含有塗膜，新工法  
 

 

1.  はじめに 

  

大阪国道事務所では458の橋梁を管理しており，この

うち約20%が鋼橋である．鋼橋の維持修繕工事（塗装塗

替え，耐震補強など）では既存塗膜の剥離工程が必須と

なる．「国道43号 中島出来島橋（下）補強補修工事

（2021.4.1～2022.3.30）」で本施工に先立ち実施した塗膜

分析（事前塗膜分析）により既存塗膜は，PCB，および

鉛を含有している有害塗膜であることが判明した．PCB

含有塗膜を有した橋梁工事が決して多くはない実情から，

施工者より新工法（レーザークリーナー（図-1）および

IHヒーター（図-2））の試験フィールドとして活用した

い旨の提案があった．  

 本稿は，それらの新工法を用いて塗膜を除去した場合

の作業環境について実験的に実施した計測結果を報告す

るものである． 

 

 
図-1  レーザークリーナーによる作業状況 

2.  背景および目的 

 

塩素化ビフェニル（ポリ塩化ビフェニル，PCB：以下

PCBと略す）含有物は，PCB特措法により2027年3月末ま

でに処分委託を完了する必要があり，それまでにPCBを

含む既設の塗装塗膜についても完全に除去することが求

められている．しかし，塗膜除去作業における作業者の

PCBばく露実態についての知見が少なく，厚生労働省に

おいて2020年度よりばく露実態調査が開始されている．

また，橋梁等の塗膜中にはPCBのみならず，防錆剤や顔

料として鉛やクロムの重金属等も含有されており，それ

らのばく露実態や健康障害リスクについての知見も少な

いのが現状である．さらには，橋梁等塗膜除去作業にお

いては乾式（ディスクグラインダー，ブラスト等）と湿

式（塗膜剥離剤）の剥離方法があるものの，乾式では発

じんが大きく，有害物質を含む粉じんにより作業者の健 

 

 
図-2  IHヒーターによる作業状況 

レーザークリーナー 

局所排気装置 
スクレイパー作業 

IH ヒーター 
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康被害が懸念され，湿式では溶剤による中毒や環境への

漏えい，火災発生等の恐れが指摘されている．よって，

橋梁等の塗膜除去工法においては，これらの問題を解決

できる適切な作業強度（作業者への負担の度合）での塗

膜除去工法が望まれている． 

今回，新たな工法として作業強度が比較的軽く，さら

には産業廃棄物量を必要以上に増やすことの無い工法と

してレーザー照射，およびIHヒーター加熱による塗膜除

去工法を用いた．  

これらの新工法での塗膜除去作業は，一部では実現し

ているものの，作業環境についての報告例は殆どない．

したがって，本工事において模擬的に剥離作業を実施し，

新工法での作業者の健康障害リスクの特定，および必要

な防護設備や作業標準書作成の一助とすることを目的に

調査を実施した． 

 
 

3.  新工法の概説 

 
レーザークリーナーは，レーザー光（光エネルギー）

を集約して加工面に照射することで，母材に傷を与えず

に，錆や塗膜などの付着物のみを除去する技術である．

レーザーの出力を，一定して連続的に発振するものを連

続波レーザー（Continuous Wave Laser）と呼び，断続的に

発振して，レーザーのエネルギーを短時間に集中させる

ことで高出力パルスを得る仕組みのものをパルスレーザ

ー（Pulsed Laser）と呼んでいる．今回，前者は2,000W級

を，後者は350W級のものを用意した． 

IHヒーターは，電磁誘導加熱の原理により鋼材を加熱

することで，既存塗膜を間接的に加熱・軟化させ，軟化

塗膜をスクレイパーで削り落として除去する技術である． 

両者ともに作業員が手持ちする機材が軽量であり，ブ

ラストと比較すると粉じん濃度も低く，研削材や剥離剤

などの2次的な廃材がないため，発生する廃棄物は既存

塗膜のみとなることが特徴となる． 

 

図-3  作業エリアの概況 

 
 

4.  計測計画 

 

(1)   測定エリアの分類 

測定は，主桁で分割した区画を密閉養生し，①G1区

画：レーザー（連続波）塗膜除去，②G3区画：レーザ

ー（パルス）塗膜除去，③G2区画：IH ヒーターを用い

た塗膜除去，④G2区画：IH ヒーター塗膜除去面へのレ

ーザー（パルス）塗膜除去の4作業を実施した（図-3）．

工程は，各エリアとも4時間（午前，午後）とし，合計2

日間の計測を行った． 

 

(2)   測定項目と測定・分析者 

測定項目は，①事前塗膜分析とは別途，模擬作業個所

での既存塗膜分析，②個人ばく露濃度測定として， PCB

濃度，粉じん濃度，③作業エリア濃度測定として， PCB

濃度，ダイオキシン濃度，粉じん濃度，ナノマテリアル

粉じん濃度，④バックグラウンドエリア濃度測定（ダイ

オキシン濃度を計測していない以外は作業エリアと同じ．

ただし，1日毎）とした．また，採取した粉じんより金

属濃度（鉛，クロム，鉄）を求めた．なお，これらの計

測は，中央労働災害防止協会および国立大学法人金沢大

学古内研究室（同研究室が開発したパーソナルナノサン

プラーを使用）が合同で実施した（図-4，図-5）． 

 

(3)   分析手法 

分析手法は表-1のとおりとした． 

 

  

図-4  個人ばく露測定器具の装着状況 

 

 

図-5  粉じん類，ダイオキシンサンプラー 

PCB サンプラー 

パーソナル 

ナノサンプラー 

粉じん類サンプラー 

ダイオキシンサンプラー 
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表-1  分析手法の一覧 

①空気中PCB

NIOSH Manual of Analytical Method 5503　準拠

ガスクロマトグラフ/高分解能質量分析法

②空気中ダイオキシン類

ダイオキシン類に係る大気環境調査マニュアル（平成20年3月環境省）準拠

高分解能ガスクロマトグラフ/高分解能質量分析法

③粉じん濃度等

NIOSH　 Manual of Analytical Method 0500,0600等準拠

電子天秤にて秤量

④塗料中PCB濃度等

低濃度PCB含有廃棄物に関する測定方法（第5版）塗膜くず準拠

ガスクロマトグラフ－高分解能質量分析法（GC/MS/MS法）

金属含有量：底質調査方法平成24年8月5.2.4/  5.5.4/ 5.12.2.3 準拠

⑤気中金属濃度

原子吸光法　作業環境測定ガイドブック分析法  

 
 

5.  計測結果の評価手法 

今回の計測結果を評価する手法は，日本産業衛生学会

が示している評価基準（ばく露評価区分（表-2））を準

用した．なお評価値は，作業者2名が実施する模擬作業

が調査対象であることから，サンプル数が少ない場合の

評価値の対応に準拠して，X95（上側95％推定値）は2

名の算術平均値（AM）の3倍値を用いた．また，基準

値となる日本産業衛生学会の勧告する許容濃度や

ACGIHのTLV-TWAは，8時間労働時の作業者ばく露濃度

の指標であるが，今回の模擬作業では約4時間の作業で

あるため，4時間荷重平均値を8時間荷重平均値とみなし

て評価した． 

 

 

6.  計測結果 

 
本計測では，多種多様な分析を実施したが，本稿では

紙面の関係から評価等に支配的な結果について報告する． 

なお，計測結果は，今回採用した工法を適用した場合

の代表値としての意味合いをもつものではないことに留

意していただきたい．これは，①通常の工事と比較して

狭隘な空間を密閉して作業を実施したこと．②局所排気 

 

表-2  評価に用いた管理区分の定義 

管理
区分

解釈（判定）

1A X95<OEL･10% 極めて良好
1B AM<OEL･10% ⼗分に良好
1C OEL･10%≦AM 良好

2A AM≦OEL･50%
環境対策の有効性を精査、
更なるばく露低減に努める

2B OEL･50%<AM リスク低減措置を⾏う
3 リスク低減措置を速やかに⾏う

注）OEL:ばく露限界値(=許容濃度),AM:算術平均値,X95:対数正規分布の95%上限値

X95 < OEL
かつ

AM≦OEL
≦X95 かつ

OEL<AM

定義

 

 

を必ずしも有効に機能させられたわけではなかったこと．

③機材の出力やレーザーの照射方法，または温度状況は，

用いる機器により大きく左右されること．④既存塗膜の

性状によっても結果が大きく左右されること．などが理

由としてあげられる． 

 
(1)   塗膜分析 

事前の塗膜分析は，塗膜採取の容易な橋脚近傍で実施

していたが，それらとは別途，作業前に各区画にて塗膜

剥離剤にて試料採取した．また，各作業を実施後に剥離

した塗膜くずを採取し，これらの成分分析を実施した． 

剥離前の塗膜分析では，PCBに関しての事前分析値が

100 mg/kg程度であったのに対し，その値が5,000 mg/kg程

度と約50倍も高濃度である結果となった．一方，鉛は事

前分析値の53,000 mg/kgに対して若干の差異はあるもの

の概ね同等であった．この原因は結論付けられなかった

が，両者とも塗膜剥離剤により採取した試料を乾燥重量

比で分析していることから分析方法に大きな違いはない．

そのため，既設橋の塗膜性状は採取箇所により大きく変

動する可能性があるとも考えられる．また，塗膜に強固

に付着している排気ガス等の粒子状物質の濃度が影響し

ている可能性も否定できない． 

作業後に回収した塗膜くずの分析では，PCB濃度につ

いて，レーザークリーナーを用いた場合は濃度が減少し

ていることに反し，IHヒーターでは既存時よりも濃度が

増加していた．鉛濃度においても程度の差はあるものの

同様の傾向を示していることに対し，クロムと鉄では全

てにおいて既存塗膜より塗膜くずの方が高い値を示す結

果となった（表-3）．  

 

表-3  塗膜分析の結果 

④IH後
レーザー
(パルス)

既存塗膜
除去後の
塗膜くず 既存塗膜

除去後の
塗膜くず 既存塗膜

除去後の
塗膜くず

除去後の
塗膜くず

140      1,200    7,600    3,200    
3% 25% 165% 70%

56,000  53,000  65,000  79,000  
77% 80% 116% 141%
5,300    3,000    2,200    4,400    

196% 130% 122% 244%
91,000  54,000  42,000  85,000  
182% 142% 108% 218%

※既存塗膜と⽐べて増加したものに着⾊した

66,000  

2,300    

38,000  

4,600    

56,000  

1,800    

39,000  

鉛

クロム

鉄

5,600    

73,000  

2,700    

50,000  

③IHヒーター
単位：
mg/kg

①レーザー
(連続波)

②レーザー
(パルス)

PCB 4,800    

 

(2)   個人ばく露 

作業者呼吸域（ばく露）でのPCB濃度は，IHヒーター

による塗膜除去作業において，算術平均値が許容濃度を

超える結果となった（管理区分3）が，他の作業での算

術平均値は，許容濃度の50%以下（管理区分2以下）と

なった（表-4）． 
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表-4  PCBばく露調査結果 

呼吸域PCB濃度
許容値：
0.01 mg/m3

①レーザー
(連続波)

②レーザー
(パルス)

③IHヒーター
④IH後

レーザー
(パルス)

AM 0.00465 0.00300 0.19500 0.00150 
X95 0.014     0.009     0.585     0.005     
管理区分 2A 1A 3 1C  

 

表-5  吸入性粉じんばく露調査結果 

吸⼊性粒⼦径
粉じん濃度
許容値：1.0 mg/m3

①レーザー
(連続波)

②レーザー
(パルス)

③IHヒーター
④IH後

レーザー
(パルス)

AM 6.84       0.91       1.02       0.16       

X95 20.52     2.73       3.07       0.49       

管理区分 3 2B 3 1C
吸⼊性粒⼦径
鉛濃度
許容値：0.03 mg/m3

①レーザー
(連続波)

②レーザー
(パルス)

③IHヒーター
④IH後

レーザー
(パルス)

AM 1.420     0.060     0.020     0.019     

X95 4.260     0.180     0.070     0.056     

管理区分 3 3 2B 2B  

 

吸入性粒子質量濃度は，IH後レーザー作業で管理区分

が1となった． 連続レーザー，パルスレーザー，IHヒー

ターのいずれにおいても粉じん量は多く，鉛も飛散する

結果となった．なお，IHヒーターで計測された，粒子径

が比較的大きな粉じんは，作業を観察した結果，スクレ

ーパーによるかき落とし作業時に特によく発生している

と見受けられた（表-5）． 

 

(3)   作業エリアおよびバックグラウンド 

a) PCBおよび粉じん濃度 

計測結果は，呼吸域ではないため許容濃度と直接に関

連する値ではない．そのため，許容濃度との比較判定は

行わず，計測結果の報告のみとする（表-6）．なお，レ

ーザー（連続波）時の粉じん濃度が呼吸域よりも遥かに

大きくなっているが，これは局所排気装置をうまく稼働

できなかった時間帯があったことが影響したためであり，

通常であれば呼吸域と大差ない，または少し下がる傾向

にあると考えて差し支えないと思われる． 

b) ダイオキシン濃度 

作業区域の室内ダイオキシン類濃度は，すべての作業

区画において管理すべき濃度（ダイオキシン類濃度

2.5pg-TEQ）を超える結果となった（表-7）． 

PCB含有塗膜を加熱するため，ダイオキシン類の発生

は必然である（ダイオキシン類の発生は，約300℃付近

で最も多い事が知られている）．今回の作業においても，

レーザー照射，IHヒーターによる熱でPCBや塩素系物質

が加熱されることにより発生したものと考えられる．  

ダイオキシン類は粒子状での発生が主体となっている．

レーザー（連続波）では局所排気の不具合により飛散し

たダイオキシン類が，ほぼ滞留している作業エリア内に

濃縮された結果，比較的高い値になったと考えられる． 

なお，試算として今回の最大濃度を焼却施設のダイオ

キシン類排出基準（処理能力2 t/h未満の新規施設で5,000 

pg-TEQ/m3，排出ガス量を5,000 m3/tと仮定）と比較した

場合，排出基準の10%程度（作業時の排出ガス量を10 

m3/min，濃度1.7倍，時間当たり排出ガス量0.06倍と仮

定）の値となる． 

 

表-6  作業エリア，バックグラウンドのPCBおよび粉じん等 

単位：mg/m3
①レーザー

(連続波)
②レーザー

(パルス)
③IHヒーター

④IH後
レーザー
(パルス)

0.0043      0.021        0.240        0.004        

27.50        0.21          1.33          0.21          

6.752        0.024        0.028        0.013        

0.29          0.001        0.002        0.001        

2.44          0.02          0.03          0.04          

21.95        0.39          0.48          0.12          

6.285        0.060        0.003        0.012        

0.21          0.003        0.00001   0.001        

1.94          0.05          0.006        0.02          

注１）①SKC社製カセットフィルター ②レスピラブルサイクロンサンプラー
注２）上段：作業エリア，下段：バックグラウンド
注３）●付きは表-4，表-5にて呼吸域計測値を⽰している

0.02                                

0.0003                            

0.00003                          

0.0002                            

粉じん濃度

鉛濃度

クロム濃度

鉄濃度

0.00005                          

0.04                                

0.0003                            

0.00004                          

0.001                              

0.02                                

0.0004                            

0.0001                            

0.001                              

①総粉じん

②吸⼊性粉じん

PCB濃度

粉じん濃度

鉛濃度

クロム濃度

鉄濃度

0.00004                          

0.04                                

0.001                              

0.0001                            

0.001                              

●

●

●

 

 

表-7  作業エリアのダイオキシン類 

①レーザー
(連続波)

②レーザー
(パルス) ③IHヒーター

④IH後
レーザー
(パルス)

PCDD類 3             1.1            1.2            1.3            

PCDF類 470         54           1.6            44           

Co-PCB類 27           21           17           11           

ダイオキシン類 500         76           19           57           

PCDD類 61           7.1            7.3            1.5            

PCDF類 7,700       630         57.0          98           

Co-PCB類 100         57           422         5.5            

ダイオキシン類 7,900       700         490         110         

合量 ダイオキシン類 8,300       790         500         160         

ガス状

粒⼦状

単位：pg-TEQ/m3
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 7.  まとめ 

 

今回の実験的計測結果から，以下の知見を得た．なお，

これらは今回使用した機材と既存塗膜に限っての結果で

はあるが，これまでに知見が皆無に等しかった新工法を

用いた場合の作業環境を把握できたことは，作業員の労

働災害防止の観点から極めて有用な結果であると考える． 

 

① PCB含有塗膜をレーザークリーナー，あるいはIHヒ

ーターで剥離する場合，作業員呼吸域には，PCBを

含有する粉じんが発生する．既存塗膜のPCB含有率

が低濃度限界値付近（5,000 mg/kg）の既存塗膜にお

いては，ばく露濃度は相対的に低いと考えられる．

ただし，一部はダイオキシン類に変質し，作業環境

の管理濃度基準より高い濃度を示す可能性がある． 

⇒ 適切な防護が必要． 

 

② 鉛含有塗膜をレーザーあるいはIHヒーターで除去す

る場合，作業員呼吸域には鉛を含有する粉じんが発

生する． 

⇒ 適切な防護が必要． 

 

③ レーザークリーナー，IHヒーターはともに，一見す

ると作業環境がそれほど悪くない工法であると見受

けられるが，前述の2点より，作業員の労働災害防

止の観点からは，適切な呼吸用保護具，および経皮

吸収を抑制する防護服の着用が必要であると考えら

れる． 

 

④ 作業環境の改善を行う場合には，粉じん発生源の直

近でHEPAフィルターを具備する局所排気装置の使

用が有効である． 

 

⑤ ダイオキシン類は粒子状での発生が支配的となる可

能性が高く，局所排気装置の使用により作業エリア

のダイオキシン濃度を低減できる可能性が高い． 

 

 

謝辞：本研究にあたっては，これらの実験的計測を提案

し，自社の技術開発として率先して行動していただいた

酒井工業株式会社，ご多忙中にも関わらず世界でも稀な

高度な計測機器を用いて計測，および分析とりまとめを

実施していただいた中央労働災害防止協会 東久保氏，

小川氏，青木氏，金沢大学 古内教授，畑准教授 他関係

各位に深く感謝の意を表します． 
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TEC-FORCE被災状況調査におけるUAV自律飛行を

活用した3次元データ取得に関する検討 

(中間報告) 
 

 

山田 宏樹1 

 
1災害対策マネジメント室（〒540-8586大阪府大阪市中央区大手前1-5-44） 

 

 TEC-FORCEが行う被災調査は，徒歩による目視点検を基本としている．危険な状況の調査箇所

も多く，二次被害の恐れもある．近年は災害調査へのUAV活用が進んでおり，既存研究では対象

物の三次元構造を推定するSfM技術とUAVを用いた災害調査の手法も検討されている.そこで，本

稿はUAVの自律飛行とSfM技術を活用したTEC-FORCE被災調査の新たな手法を検討した．結果，容

易に三次元モデル生成が可能であること，モデル上の計測値が従来手法と同等程度の精度を持

つことを確認できた．今後は，飛行実験や精度検証の知見を蓄積していく． 

 

キーワード TEC-FORCE，UAV自律飛行，SfM  

 

 

1.  はじめに 

 

 (1)研究背景 

 日本は地理的条件から，災害が発生しやすい．諸外国

に比べ急勾配な河川，多くの活断層やプレート境界，気

候変動なども伴い，近年は激甚な洪水氾濫や土砂災害が

頻発している． 

国土交通省では，被災地域の早期復旧等に資する技術

的支援として，専門知識を有する緊急災害対策派遣隊

（以下，TEC-FORCE）を創設．発災直後より被災地域に

派遣し，災害対策用ヘリコプター等を活用した被災調査，

復旧工法の技術的助言などを実施．その活動規模は，

2021年3月時点で延べ約12万8千人に及ぶ． 

 TEC-FORCEは，土砂崩落や道路の寸断，二次災害の懸

念など，立ち入り困難な個所を調査することも多い．広

域調査ではヘリコプターによる空撮が有効だが，対象施

設の詳細調査を実施する場合，その手法は徒歩による目

視点検に頼っているのが現状である. 

詳細調査では，ポールや巻尺などを用いた人力による

確認を行っている.詳細設計や予備設計時に行う測量機

器を用いた現地計測と比較すれば，調査結果の精度は高

いとは言えない. 

 近年，無人航空機（Unmanned Aerial Vehicle , 以下

UAV）が急速に普及した，また，複数の写真から対象物

の三次元構造を推定する技術（Structure from Motion , 

以下SfM）が開発され，複数分野での応用が進んでいる．

画像処理ソフトウェアを用いて三次元モデルが容易に作

成できるため，対象物の計測や任意箇所の断面図作成な

どが個人PCにて可能となった.既存研究1)では，SfMを災

害調査へ活用する検討も進んでいる．近畿地方整備局に

おいても，2011年紀伊半島大水害現場の砂防事業にて，

UAVとSfM解析を用いた調査手法が検証2)されている． 

 

(2)研究目的 

 TEC-FORCEが，被災施設を目視点検にて確認している

ことは先に述べた．安全対策を十分に行っていても，被

災調査を人的労力に頼っている限り，二次被害の危険は

常にある．近年は被災調査にUAVも活用しているが，空

撮による状況把握に留まっている． 

 UAVとSfMを被災調査に活用すれば，被災施設の空撮写

真から三次元モデルを生成できる．三次元モデル上で対

象施設の被災規模を把握することで，浸食等が生じてい

る堤防のり面や土砂崩落などの危険個所に近づく必要が

なくなる．UAVとSfMによる三次元モデルの活用は，TEC-

FORCE活動の効率化および安全性向上に寄与する手法で

あると言える． 

しかし，一般に三次元モデルを生成する画像処理ソフ

トウェアは高額である．また，SfM解析に必要な情報量

をUAVで撮影するには，操縦者に高い技量が求められる．

併せて，TEC-FORCEは限られた時間内に多くの被災施設

を調査することも多い．1か所あたりの調査時間が，十

分に取れないこともある．被災調査に三次元モデルを活

用する手法が，従来の手法に比べ看過できない作業時間

の増加を伴う場合，TEC-FORCE活動に適合しない可能性

も高い． 
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以上の課題を踏まえ，本稿では，UAVとSfMによる三次

元モデルを活用した被災調査の新たな手法が，TEC-

FORCE隊員の効率性および安全性向上に資するものか検

証を行う．なお，今回は初期検証として，画像処理ソフ

トウェアの選定とUAVによる空撮は以下のとおりとした． 

a)画像処理ソフトウェア 

SfM解析が可能な最低限の機能を満たす低価格品を用

いて，解析時間，精度を確認する．併せて，誰でも使用，

改変が自由なインターネット上に公開されているオープ

ンソースソフトウェアも用いることとする． 

b)UAVによる空撮 

操縦者の技量によらず必要な空撮を実施するため，

UAV操作は目視内における自律飛行とする．自律飛行は，

無料で使用できる専用のアプリケーションから選定する． 

 

2.  検証方法 

 

 本章では，UAV自律飛行による対象物の空撮，および

SfM解析による三次元モデル生成の検証方法を述べる．

検証にあたり，操作の容易さ，1箇所あたりの調査時間，

取得データの精度に着目した． 

 

(1)検証に用いたUAV，ソフトウェア 

 本稿UAVの諸元，自律飛行および画像処理に用いたソ

フトウェアを表-1，表-2に示し，以下に概要を記載する． 

a) UAV 

 近畿地方整備局TEC-FORCEの既存装備品である，DJI社

製のMAVIC AIR2を使用した． 

b) 自律飛行ソフトウェア 

 UAV製造元のDJI社は，公式HPにて自律飛行をサポート 

 

 

表-1  使用UAVおよび搭載カメラ 

 

 

 

表-2  使用ソフトウェア 

している．しかし，今回使用したUAVは動作対象外に位

置づけられている．よって，本稿に必要な機能を満たし

つつ，操作性が良い無料アプリケーションソフトウェア

から選定した． 

c) 画像処理ソフトウェア 

 三次元モデル生成が可能な画像処理ソフトウェアは，

一般的に数十万円を超える高機能の物が多い．本稿では， 

SfM解析に必要な最低限の機能を満たす数万円のソフト

ウェアを用いた．併せて，誰でも使用および改変が自由

なインターネット上のオープンソースソフトウェアでも

検証を行った． 

 

(2)検証場所 

 検証は，大阪府能勢町のノマックドローンフィールド 

にて行った．約1.3haの野球場であり，フィールド中心

部に軽トラックが2台設置されている.TEC-FORCE活動を

想定すれば，実際の被災箇所等で検証するのが望ましい

が，本稿は2.(1).表-1のUAVによる自律飛行の空撮可否

も含めた初期検証である.よって，検証は平坦地で天頂

が開けたUAV飛行に好条件の場所にて行った． 

 

(3)検証手順  

 本稿UAVを用いた自律飛行による撮影，三次元モデル

生成，および精度検証の作業手順は，図-1のとおり． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  本稿の検証手順 

UAV 搭載カメラ UAV外観 

MAVIC AIR23) 

（ DJI社 ） 

重量 570g 

最大伝送距離 6km 

F値 2.8固定 

焦点距離24mm/35mm 

有効画素4,800万画素 

ｾﾝｻｰｻｲｽ  ゙1/2型 

 

名称 使用目的 

Drone Harmony 

（ｻｰﾄﾞﾊ゚ ｰﾃｨ製ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ） 

UAV自律飛行の設定，操作 

Metashape Standard 

（低価格ｿﾌﾄｳｪｱ） 

3次元モデル生成 

Open Drone Map 

（ｵｰﾌﾟﾝｿｰｽｿﾌﾄｳｪｱ） 

3次元モデル生成 

UAVによる空撮

自律飛行時の撮影条件を決定

・標定点
・撮影高度
・写真ラップ率

画像処理ソフトウェアの設定

【ｵｰﾌﾟﾝｿｰｽｿﾌﾄ】
Open Drone Map

三次元モデル生成

精度検証

座標調整

Metashape Standard

モデルのみ実施

【低価格ｿﾌﾄ】
Metashape Standard
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(4)自律飛行時の撮影条件 

 UAVを用いた公共測量4)5)では，求める精度に応じて標

定点の配置数，地上画素寸法，撮影高度，写真ラップ率

などを適切に設定する旨が記載されている．本稿で用い

た撮影条件は，表-3のとおり．また，以下に撮影条件の

設定方法を簡潔に記載する． 

a)標定点 

既存研究6)では，50m四方の範囲内で標定点を3点から

13点まで設置した場合を比較し，5点以上は精度に大き

く影響しないことを示しつつ，計測範囲を網羅するよう

に標定点を配置することの重要性が示唆されている． 

本稿では，二次被害の懸念等から近接困難な被災箇所，

または1箇所あたりの調査時間が限られた状況などを想

定している．そのため，標定点は設置せず，現地作業の

簡略化，迅速化を図った上で，得られる精度について検

証した． 

b)地上画素寸法，撮影高度 

UAV出来形管理要領によれば，写真上に投影された1画

素に対する地上の寸法（以下，地上画素寸法）は1cm以

内，撮影高度は50m程度が推奨されている．本稿は

2.(4).a)から標定点を設置しないため，推奨値の50mで

も精度が悪くなる可能性が高い．よって，高度は推奨値

の50mと，より近接高度での2ケースにて検証を行った．

近接高度は，低空飛行による撮影時間の増加，操作員の

安全確保などを踏まえ，空撮写真から対象物の詳細があ

る程度確認できる10mとした． 

地上画素寸法は，カメラ諸元と撮影高度で決定される．

本稿UAVの場合，高度10mで0.36cm，高度50mで1.80cmとな

る． 

c)写真ラップ率 

UAV公共測量マニュアルに則り，オーバーラップ率を80%，

サイドラップ率を60%とした． 

 

(5)画像処理ソフトウェアの設定 

 本稿で用いたソフトウェアは，2.(4).表-3の条件で取

得した空撮写真を読み込むことで，ほぼ自動的に三次元

モデルを生成できる．その精度，品質については生成時

に調整が可能であり，設定を高くするほど処理時間が増

加する傾向がある． 

 

 

 

表-3  UAV自律飛行時の撮影条件 

 

 TEC-FORCE派遣時は，迅速な被災調査が求められる．

ソフトウェアの処理時間は，短い方が望ましい．既存研

究7)によれば，Metashapeは設定を高くするほど高精度に

なるが，「最高」設定と「中」設定では処理時間に約30

倍の差を生じる場合が確認されている．併せて，「中」

設定時に出来形管理要領の要求精度を満たす場合も示さ

れているため，本稿ではMetashapeの設定を「中」とし

た． 

 Open Drone Mapは，既存研究が少ないこと，Metashape

の「中」設定と比較するため，設定を精度の高い「High 

Resolution」とした． 

 

(6)生成モデルの座標調整 

 土石流現場などの場合，生成した三次元モデルから被

災規模を把握するには，比較データとして被災前の標高

データ等を読み込む必要がある．当該データは国土地理

院が公開している基盤地図情報から取得できるが，デー

タの特徴として現地座標値を持っている（以下，測地座

標系データ）．そのため，生成した三次元モデルが測地

座標系データではない場合，モデルの座標系を調整する

必要がある． 

2.(1).表-2のMetashape Standardにて生成したモデル

は，現地の座標値を持たないため，測地座標系データへ

座標調整を行った． 

本稿では，生成した三次元モデルと現地との対応点を

図-2のとおり定め，現地の座標値を読み込むことで測地

座標系データに変換した． 

対応点の座標値は，TEC-FORCE既存装備品のハンディ

GPSを用いた現地計測値とした．併せて，近接困難地の

調査を想定し，対応点の座標値を国土地理院地図8)から

読み取った値も用いた． 

Open Drone Mapの場合は，座標調整が不要だった．空

撮写真に付与されているGPS情報を読み取り，自動的に

三次元モデルを測地座標系データとして作成するためで

ある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2  現地と三次元モデル上の対応点 

項目 設定条件 

標定点 無 

撮影高度 

（地上画素寸法） 

10m(0.36cm) 

50m(1.80cm) 

写真ﾗｯﾌﾟ率 ｵｰﾊﾞｰﾗｯﾌ゚ 率80% 

ｻｲﾄﾞﾗｯﾌﾟ率60% 

凡例

：三次元モデル上の対応点
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3.  結果 

 

 本章では，前章に沿って検証した三次元モデル生成に

関して，UAV自律飛行の可否，三次元モデル生成に必要

な時間，データ精度などについて述べる． 

得られた知見からは，三次元モデル生成は既存装備品

と低価格又はオープンソースのソフトウェアにて実現で

きることが明らかとなった．生成したモデル上で計測し

た値は，従来の調査手法と同等程度の精度を持つことも

判明した． 

 

(1)自律飛行による空撮 

 本稿UAVと2.(1).表-2の自律飛行アプリケーションを

用いた結果，問題なく自律飛行を実現できた.また，自

律飛行時に2.(4)表-3の条件にて空撮を行ったところ，

三次元モデル生成に必要な写真を短時間で取得できた．

空撮に用いた時間は，離着陸を含め30分未満だった．撮

影高度ごとの空撮時間を表-4に示す． 

 

(2)三次元モデル生成 

 検証の結果，取得した空撮写真を画像処理ソフトウェ

アに読み込むことで，短時間で三次元モデルが生成でき

ることが分かった．ソフトウェア別の処理時間を，表-5

に示した． 

表-5から，Metashape Standardの方が短時間で生成で

きたことが分かる．ただし，本結果は2.(6)の座標調整

に用いる時間を含めていない．Open Drone Mapは座標調

整が不要なため，全体の作業時間は短くなる可能性があ

る．図-3は，Open Drone Mapにて生成した三次元モデル

を用いて，対象物の延長を測定している画像である． 

 

(3)精度検証 

三次元モデル上の計測値と現地実測値の誤差を確認し

た．結果，若干の調整が必要だが，従来の調査手法と同

等程度の精度を持つモデルであることが確認できた．  

 

 

表-4  自律飛行による空撮枚数と時間 

 

 

表-5  空撮写真から三次元モデルを生成する時間 

検証にあたり，2.(2)の検証場所に配置されている軽

トラック周辺の四辺をABCD，軽トラックの全高をEとし， 

現地にて実測を行った．図-4は，実測箇所の位置を三次

元モデル上に表現している．図-5，図-6は三次元モデル

を用いてA～Eを計測した値と，実測値との誤差を示した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3  Open Drone Mapによる三次元モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4  実測を行った箇所と三次元モデル上の位置関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5  高度10mの写真で生成した三次ﾓﾃ゙ ﾙと実測値の誤差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6  高度50mの写真で生成した三次元ﾓﾃ゙ ﾙと実測値の誤差 

 撮影高度 10m 撮影高度 50m 

空撮枚数 71枚 40枚 

空撮時間 15分 10分 

 撮影高度 10 m 

（枚数 71枚） 

撮影高度 50 m 

（枚数 40枚） 

Metashape Standard 約10分 約5分 

Open Drone Map 約25分 約12分 

1.4 m

B

A

C

D

E

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

0 1 2 3 4 5 6

グラフタイトル

Metashape Standard

(ハンディGPS)

Metashape Standard

(地理院地図)

Open Drone MapA B       C        D        E

0%

30%

20%

実測値との誤差(%)

10%

Metashape Standard
(ハンディGPS計測)

Metashape Standard
(国土地理院地図)

Open Drone Map

0.0%

10.0%

20.0%

0 1 2 3 4 5 6

グラフタイトル

Metashape Standard

(ハンディGPS)

Metashape Standard

(地理院地図)

Open Drone Map

A B       C        D        E

0%

10%

20%

実測値との誤差(%)

Metashape Standard
(ハンディGPS計測)

Metashape Standard
(国土地理院地図)

Open Drone Map
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全体の傾向としては，撮影高度10mに比べ，高度50m時

は誤差が増加傾向にあると言える． 

画像処理ソフトウェア別に見ると，最も誤差が大きか

ったのはハンディGPSを用いたMetashape Standardモデル

であり，高度10mの場合でも15%前後の誤差が生じた．こ

れは，ハンディGPSの計測精度が要因と考えられる．公

式HPによると，計測値には10m以内の製品誤差が内包さ

れている.そのため，他の手法と比べ誤差が大きくなっ

たと考えられる． 

 その他2つのモデルでは，実測値との誤差が2%程度で

あり，従来手法の精度と比較しても，遜色ない結果が得

られた．ただし，軽トラックの全高Eのみ，10%を超える

誤差が生じた．既存研究9)では，斜め撮影画像を追加す

ることで，高さ方向の精度向上が示唆されている．その

場合に留意すべきは，モデル生成時に用いる写真を増や

すことは，解析時間の増加に直結することである．本稿

でも，3.(2).表-5から撮影枚数40枚に対して，71枚の場

合はモデル生成時間が倍以上となった．    

 

4.  考察と今後の展望 

 

(1)検証結果の考察 

 本稿では，TEC-FORCE装備品の既存UAVと低価格または

オープンソースのソフトウェアを用いることで，容易に

被災調査に活用できる三次元モデル生成が可能であるこ

とを示した． 

UAV操作検証からは，自律飛行を活用すれば操縦者の

技量に寄らず必要な空撮が可能であることを確認した．

このことから，最低限のUAV操作が可能なTEC-FORCE隊員

であれば，誰でも必要な空撮が可能だと言える． 

SfM活用検証からは，被災調査に活用できる三次元モ

デルが短時間で生成できることを確認した．UAVの空撮

時間を加味しても，必要な時間は1時間程度だった．三

次元モデルがあれば，従来のスケッチによる被災個所の

概要図作成が不要となるため，報告書作成の時間短縮も

見込まれる．よって，報告書作成も含めた1ヵ所あたり

の被災調査時間で比較すれば，本手法は従来手法と比較

しても遜色ないものと考えられる．特に，オープンソー

スソフトウェアのOpen Drone Mapは，初期投資が不要な

公開ソフトウェアであり，座標調整も省略できることか

ら，今後も継続検証していきたい． 

三次元モデルの精度検証からは，従来手法の調査結果

と同等程度の精度を持つことが確認できた．高さ方向の

誤差は今後調整が必要であるが，危険箇所へ近接せずに

被災調査が行える利点は大きい.本手法の検討が進めば，

より短時間で実施することも可能となり，被災調査の効

率化にも寄与するものと考える． 

以上から，本稿にて検証した新たな手法は，TEC-

FORCEの効率性および安全性向上に寄与するものであり，

被災調査に適合する手法だと判断することができた． 

 

(2)本手法の適用限界 

 本稿で検証した新たな手法は，三次元モデル生成に必

要な写真をUAVにて取得できることが前提である．よっ

て，UAV飛行が困難な条件下では本手法が適用できない． 

被災調査時は，悪天候時や非GPS環境下での作業も多

い．2.(1).表-1の既存UAVは，雨天時の飛行に適用して

おらず，自律飛行を行うにはGPS情報が必要である． 

悪天候時の飛行には，全天候型UAVが適している．し

かし，高額であり，本稿UAVに比べ大型になるため携帯

性が悪い．今後のUAVの小型化，市場流通による低価格

化に期待したい． 

非GPS環境下におけるUAV自律飛行の取組として，近年

はロボットの自動運転技術などに導入されているVisual 

SLAMの適用が検討されている．既存研究10)では，UAVにス

テレオカメラ等の専用機材を搭載することで，自律飛行

時に前方対象物との距離を一定に保ちつつ，都市河川の

護岸点検に必要な空撮を成功させている．本稿UAVは追

加機材を搭載できる機種ではないが，将来的にステレオ

カメラ機能を持つ全天候型のUAVが低価格で普及されれ

ば，天候等によらず発災直後から迅速な被災調査が可能

になると考える．  

 

(3)今後の検証内容と展望 

 本稿では，UAV飛行に好条件な場所にて検証を行った

が，今後は被災地等での飛行実験や，様々な撮影条件を

設定した場合の精度検証を実施するなど，三次元モデル

を用いた効率的な被災調査の知見を蓄積していく必要が

ある． 

TEC-FORCEは，現場経験が豊富な職員で構成されるこ

とが多い．平時とは異なる環境下で専門知識を求められ

るため，経験の浅い若手職員は派遣されることに一抹の

不安を感じる場合もある．本稿で検証した手法は，被災

調査時の効率性および安全性向上を目的としたものだが，

より効果的な運用が可能になれば，現場経験が浅い職員

でも被災箇所を定量的に調査することができる．また，

高度な技術的判断に直面した場合でも，従来のスケッチ

による被災概要図に比べ，三次元モデルは被災箇所の詳

細を確認できる．これにより，被災調査の効率化を図る

とともに，調査時の安全性向上に寄与できることを期待

したい. 

今後も継続検証を行い，被災地域の早期復旧支援の一

助となるよう推進していきたい． 
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